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5 広報みたか　No.1631　2018.11.18 ●市役所電話（代表） ☎45-1151交換手に各課の内線番号をお伝えください。

　市は健康、福祉、子育て、教育、都市整備、生活環境、スポーツ・文化など、市民のみなさんの生活に関わる仕事を行っており、これに携わる各部署に職員を
配置しています。市職員の定数、給与、休暇などの勤務条件は、法律に基づき、市議会の議決によって定める条例や市長が定める規則などで明らかにしています
が、みなさんに一層のご理解をいただくため、平成29年度の実績を中心に制度の概要やその運営の状況を公表します。

人事行政に関する状況の公表

　人件費とは、一般職の職員に支給される給与と、市長や市議会議員などの特別
職に支給される給料、報酬、手当のほか、共済費（社会保険料の事業主負担分）など
を含む経費の合計をいいます。
　職員数については、事務事業の見直しや業務の委託化、再任用などを進めるとと
もに、新たな行政需要に適切に対応し、市民サービスの維持・向上を図るため、適
正な配置を行っています。

❶人件費の状況（29年度普通会計決算）
区 分 人口（住民基本台帳）

（30年1月1日） 歳出額  A 実質収支 人件費  B 人件費率
B/A

（参考）28年度
の人件費率

29年度 186,375人 65,206,271
千円

1,706,547
千円

9,836,904
千円 15.1% 14.7%

❷職員給与費の状況（29年度普通会計決算）

区 分 職員数 
A

給与費 1人当たり
給与費 B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計  B

29年度 917人 3,588,174
千円

1,250,801
千円

1,631,949
千円

6,470,924
千円

7,057
千円

❸給与の種類
（注）職員数は、29年4月1日現在の人数です。職員手当は退職手当を含みません。

給 与

毎月支給されるもの 給料・扶養手当※1・地域手当・住居手当※2・管理職手当

勤務実績により支給されるもの 特殊勤務手当・時間外勤務手当・休日勤務手当・
管理職員特別勤務手当

一定の時期に支給されるもの 例年支給 通勤手当・期末手当・勤勉手当
退職時支給 退職手当※3

（注）部長職職員には※1・2、課長職職員には※2、再任用職員には※1〜3の手当は支給されません。

❶職員の平均年齢、平均給料月額などの状況（30年4月1日現在）

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

三鷹市 41.9歳 319,347円 446,657円 51.8歳 334,954円 409,918円
東京都 41.5歳 314,490円 444,592円 49.7歳 292,009円 391,826円

（注） ｢平均給与月額｣とは、給料に諸手当を加えたものの平均月額です（期末・勤勉手当は含みません）。

❷平均給料月額およびラスパイレス指数の推移（各年度4月1日現在）

25年度 26年度 27年度 28年度

平均給料月額（定数内職員）
ラスパイレス指数（給与実態調査）（円） （指数）
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（注） １. ラスパイレス指数とは、国家公務員の俸給月額を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 
２. 国家公務員の25年度の時限的な給与改定特例法による措置がなされている状況でのラスパイレス指数は、

25年度が「109.1」となります。

❸職員の初任給の状況（30年4月1日現在）
区 分 三 鷹 市 東 京 都 国

一般行政職 大学卒 182,700円 182,700円 183,700円
高校卒 144,600円 144,600円 147,100円

（注）  （   ）内は、再任用職員の支給割合です。
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加算措置の状況
職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・職務段階別加算　3～20％
・管理職加算    　 なし

加算措置の状況
職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・職務段階別加算  3～20％
・管理職加算      15～25％

加算措置の状況
職制上の段階、職務の級等による
加算措置
・職務段階別加算　5～20％ 
・管理職加算　    10～25％

❷退職手当の状況（30年4月1日現在）

（注） １. 退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。 
２. 再任用職員には退職手当は支給されません。

三 鷹市 東 京 都 国
（支給率） 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 23.0月分 23.0月分 23.0月分 23.0月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 30.5月分 30.5月分 30.5月分 30.5月分 28.0395月分 33.27075  月分
勤続35年 43.0月分 43.0月分 43.0月分 43.0月分 39.7575月分 47.709      月分
最高限度額 43.0月分 43.0月分 43.0月分 43.0月分 47.709  月分 47.709      月分

そのほかの加算措置
　勧奨退職特例措置(2～20％加算）

そのほかの加算措置
　定年前早期退職特例措置
　(2～20％加算）

そのほかの加算措置
　定年前早期退職特例措置
　(2～45％加算）1人当たり平均支給額 4,160千円 21,345千円

❸扶養・地域・住居・通勤手当の状況（30年4月1日現在）
手 当 名 内 容

扶養手当 配偶者6,000円（課長職職員は3,000円）、子9,000円（16～22歳4,000円加算）、そのほ
か6,000円

地域手当
民間における賃金・物価などに関する事情を考慮して支給される手当で、給料・扶養手当・
管理職手当の合計額の15% （国は地域により3〜20%、東京都は20%） 
職員1人当たりの平均支給年額 579,565円

住居手当 満34歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある世帯主（借家・借間）15,000円
※経過措置（31年3月31日まで）：上記以外の世帯主（借家・借間）9,000円。

通勤手当
交通機関利用者　6カ月の鉄道定期と、Suicaなどを利用して路線バスに乗車した場合の
実費相当額の6カ月分を4・10月に支給
交通用具使用者　通勤距離に応じた金額の6カ月分を4・10月に支給

❹特殊勤務・時間外勤務手当の状況（30年4月1日現在）
区 分 内 容

特殊勤務手当

危険、不快、そのほか特殊な業務に就いたときに支給される手当
手当の種類 2種類
手当の名称 緊急出動手当、不快危険作業手当
職員全体に占める受給職員の割合 6.0% 
受給職員1人当たりの平均支給年額 2,873円

時間外勤務手当
年度区分 28年度 29年度
支給総額 370,698千円 357,120千円
職員1人当たりの平均支給年額 407千円 396千円

特別職の報酬などの状況（30年4月1日現在）
区 分 給 料 等 月 額 期 末 手 当

給  料
市　長 1,030,000円

年間4.5月 （内訳） 6月期　　2.175月
12月期　　2.325月副市長 870,000円

教育長 810,000円

報  酬
議　長 640,000円

年間4.5月 （内訳） 6月期  　 2.175月
12月期　　2.325月副議長 580,000円

議　員 550,000円

職員数の推移

　職員の採用は、競争試験（択一、面接など）による能力実証により行われていま
す。採用後の昇任についても、人事考課と併せて昇任試験などを実施し、より客観
的な能力実証に基づいて行っています。

（注） １. 派遣職員の併任・併任解除を除きます。 
２. 採用日と同日付で外郭団体・一部事務組合などへ派遣された職員および退職日と同日付で派遣解除され

た職員を含みます。

❶期末・勤勉手当の状況（29年度）

（注） １. 職員数は各年度4月1日現在の人数です。
２.� 7年度は、職員数が最も多かった年度です。
３.� 25年度からの職員数は、特定法人退職派遣を除く外郭団体などへの派遣職員数を含みます。

（　）内は、外郭団体などへの派遣職員数を除いた職員数および指数です。

❶採用および退職者の推移
区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

採用職員数 15人 37人 40人 54人 34人
退職職員数 44人 47人 46人 43人 39人
採用職員数−退職職員数 △29人 △10人 △6人 11人 △5人

❷採用試験受験者数および最終合格倍率の推移
区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

受験者数 587人 768人 781人 547人 633人
（うち一般事務上級） （521人） （420人） （301人） （358人） （386人）
最終合格者数 27人 51人 69人 42人 43人

（うち一般事務上級） （22人） （25人） （23人） （20人） （28人）
最終合格倍率 21.7倍 15.1倍 11.3倍 13.0倍 14.7倍

（うち一般事務上級） （23.7倍） （16.8倍） （13.1倍） （17.9倍） （13.8倍）
（注） １. 数値は年度内に実施した試験の合計です。 

２. 一般事務上級とは、大学卒業程度の選考内容です。なお、別枠で実施した経験者採用者を除きます。
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